様式３号

　　令和　　年　　月　　日
大阪市福祉局長　様

（申請者）
所　在　地：
法　人　名：
代表者氏名：

要件確認申立書
誓約事項
当法人は、貴市における大阪市介護予防教室（なにわ元気塾）事業の受託について、次に掲げる事項について要件を満たしていることを申し立てます。
なお、いずれかに該当しないこととなった場合には、直ちにその旨を届けます。
また、本件に関して調査が必要となった場合には、大阪市が求める必要な情報又は資料を遅滞なく提出するとともに、その調査に協力し、調査の結果、該当することが判明した場合には、速やかに契約解除手続きを行います。

１　当法人の役員等に、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「法」という。）第２条第２号に規定する「暴力団」の構成員及び大阪市暴力団排除条例（平成23年大阪市条例第10号）第２条第３号に規定する「暴力団密接関係者」に該当する者がいないこと

２　当法人が、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。

３　当法人が、法人税、消費税及び地方消費税、市町村民税及び固定資産税を完納していること。

４　当法人が、大阪市競争入札参加停止措置要綱に基づく停止措置を受けていないこと。

５　当法人が、大阪市契約関係暴力団排除措置要綱に基づく入札等除外措置を受けていないこと。

以上すべての事項に相違ありません。

相違があった場合は応募資格を取り消されても異議申し立てを行いません。
また、大阪市契約関係暴力団排除措置要綱及び大阪市競争入札参加停止措置要綱による停止措置を受けた場合は、同要綱に基づく公表がされることに同意します。

